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◎ （単位：千円）

◎　企業会計 （単位：千円）

補 正 前 の 額 補 正 額 合 計 備 考

27,436,561 287,118 27,723,679

国民健康保険特別会計 5,030,646 76,964 5,107,610

後期高齢者医療特別会計 4,599 794,702790,103

8,002,421

②

①

会 計 区 分 補 正 前 の 額 補 正 額 合 計

２ 下水道事業会計

備 考

１ 水道事業会計 678,238 △ 9,572

※「2 特別会計」には、国民健康保険特別会計・後期高齢者医療特別会計・病院事業清算特別会計の合計を表示しています。

81,563 8,083,984

3,757,369 3,473 3,760,842

令和７年度　小城市一般会計・特別会計・企業会計補正予算総括表

会 計 区 分

１ 一般会計

２ 特別会計

668,666

一般会計・特別会計
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議案第87号　小城市一般会計補正予算（第３号）

（単位：千円、％）

※　構成比は、端数処理の関係上、一致しない場合があります。

6.0環 境 性 能 割 交 付 金 16,707 0 16,707 0.1 土 木 費 1,678,032 △ 20,194 1,657,838

27,436,561100.027,723,679

7.4

100.0合 計 27,436,561

1,349,827 4.9

諸 収 入 436,990 28,040

287,118 287,118

465,030

市 債 17,900 2,060,300

合　　　　　計

2,042,400

27,723,679

地 方 交 付 税 7,378,152 0

分 担 金 及 び 負 担 金 138,971 10,129 149,100 0.5 公 債 費

使 用 料 及 び 手 数 料 172,192 2,793 174,985 0.6

国 庫 支 出 金

506,330 137,309 643,639

30,000

交通安全対策特別交付金 6,907 0

4.7

12.0

0 51,076 0.2 消 防 費 1,305,817 △ 461

1 0 1

1,305,356

2.3

8.3

7,378,152 26.6 教 育 費 3,312,551 20,417 3,332,968

0.0

2,311,352 895 2,312,247

0.0

令和７年度　第３号補正後予算総額　　27,723,679千円

市 税 4,705,197 220,977

衛 生 費 4,701,765 9,282 4,711,047

款 別

株式等譲渡所得割交付金 36,599 0 36,599 0.1 労 働 費 9,177

補 正 前

21,567 0 21,567 0.1

0 9,177

1,348,310

2,959,672

寄 附 金 1,517

4,361,340 30,000 0 0.1

1.7

繰 越 金 150,000 0

2,152,097 7.8県 支 出 金 2,027,994 124,103

財 産 収 入 200,224 13,821 214,045 0.8

0.5

9.9繰 入 金 △ 212,975 2,746,697

4.4

地 方 消 費 税 交 付 金 1,149,446 0 1,149,446 4.1 商 工 費 386,765 2,063 388,828 1.4

法 人 事 業 税 交 付 金 67,647 0 67,647 0.2 農林水産業費 1,210,712 11,974 1,222,686

6,907 0.0 災 害 復 旧 費

80,813 4,442,153 16.0 予 備 費

150,000

諸 支 出 金

33.5

地 方 譲 与 税 162,595 0 162,595 0.6 総 務 費 2,683,576

17.0

利 子 割 交 付 金 2,575 0 2,575 0.0 民 生 費 9,097,972 181,306 9,279,278

△ 46,007 2,637,569 9.5

配 当 割 交 付 金

51,076

合 計 構成比 款 別 補 正 前 補 正 額 合 計 構成比

歳 出

補 正 額

地 方 特 例 交 付 金

0.7

　今回の補正予算は、歳入歳出それぞれ2億8,711万8千円を追加し、補正後の歳入歳出予算の総額を
277億2,367万9千円とするものです。
　歳入の主なものは、事務事業に伴う国・県支出金、分担金及び負担金、繰入金、市債などのほ
か、市税、財産収入などを計上し、財政調整基金繰入金により財源を調整するものです。
　歳出の主なものは、「林業施設災害復旧事業」、「農地及び農業用施設災害復旧事業」、「橋
りょう補修事業」、「市営住宅維持管理事業」、「放課後児童健全育成事業」等を計上するもので
す。
　このほか、県人事委員会勧告等に鑑み、給与改定等による職員・会計年度任用職員等の人件費を
補正しております。

4,926,174 17.8 議 会 費 202,511 △ 9,466 193,045

歳 入
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議案第88号　小城市国民健康保険特別会計補正予算（第２号）

（単位：千円、％）

※　構成比は、端数処理の関係上、一致しない場合があります。

　今回の補正予算は、歳入歳出それぞれ7,696万4千円を追加し、補正後の歳入歳出予算の総額を51
億761万円とするものです。
　歳入の主なものは、保険給付費に係る県支出金の増額を計上するものです。
　歳出の主なものは、保険給付費の増額を計上するものです。

51,926302,321 5.9

0 140,427

歳 入 歳 出

款 別 補 正 前 補 正 額 合 計 構成比

繰 入 金 302,121 200 基 金 積 立 金 51,840

財 産 収 入 246 86 保 健 事 業 費 39,567

国民健康保険
事業費納付金

1,250,856 0 1,250,856

100.0

0 99,553諸 収 入 5,481 諸 支 出 金 99,553

0

合 計 5,030,646 76,964

140,427

100.0 合　　　　　計 5,030,646 76,964 5,107,610

1公 債 費 1 0繰 越 金 2.7

5,107,610

0 5,481 0.1

予 備 費 1,000

332 0.0

86

1.9

213

1.0

0.0

款 別 補 正 前

0.839,780

令和７年度　第２号補正後予算総額　　5,107,610千円

国 庫 支 出 金 1 0 1 0.0

0.8

使 用 料 及 び 手 数 料 500 0 500 0.0 保 険 給 付 費 3,546,170 76,403 3,622,573 70.9

国 民 健 康 保 険 税 961,356 0 961,356 18.8 総 務 費 41,654 262 41,916

補 正 額 合 計 構成比

24.5

0 1,000 0.0

0.0県 支 出 金 3,620,514 76,678 3,697,192 72.4
財政安定化基
金 拠 出 金

5 0 5
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議案第89号　小城市後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号）

（単位：千円、％）

※　構成比は、端数処理の関係上、一致しない場合があります。

国 庫 支 出 金 0 4,397 4,397 0.6 0 0

200 0繰 越 金 15,389 0 15,389 1.9 200 0.0

794,702 100.0 合　　　　　計 790,103 4,599

72.4 総 務 費 5,088 4,599 9,687

650

合 計 構成比 款 別 補 正 前 補 正 額 合 計

合　　　　　計 790,103 4,599 794,702 100.0

諸 収 入 716 0 716 0.1 0 0

0

予 備 費

　今回の補正予算は、歳入歳出それぞれ459万9千円を追加し、補正後の歳入歳出予算の総額を7億
9,470万2千円とするものです。
　歳入の主なものは、子ども子育て支援事業費補助金を計上するものです。
　歳出の主なものは、賦課徴収事務費の委託料を計上するものです。

0.1

1.2

使 用 料 及 び 手 数 料 100 0 100 0.0
後期高齢者医療
広域連合納付金

784,165 0 784,165 98.7

後期高齢者医療保険料 575,071 0 575,071

繰 入 金 198,827 202 199,029 25.0 諸 支 出 金 650

歳 入

令和７年度　第２号補正後予算総額　　794,702千円

歳 出

款 別 補 正 前 補 正 額 構成比
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議案第90号　小城市水道事業会計補正予算（第２号）

（単位：千円、％）

※　構成比は、端数処理の関係上、一致しない場合があります。

収 益 的 収 支 資 本 的 収 支

構成比

◇水道事業収益 103,360

事 項

332,363 2,811 335,174 100.0 ◇資本的収入 103,360

補 正 前 補 正 額 合 計 構成比 事 項 補 正 前 補 正 額 合 計

令和７年度　第２号補正後予算規模　668,666千円

　収益的収支については、水道事業収益及び水道事業費用にそれぞれ281万1千円を増額し、補正
後の収益的収支の総額を3億3,517万4千円とするものです。
　資本的収支については、資本的支出を1,238万3千円減額し、補正後の資本的支出の総額を3億
3,349万2千円とするものです。
　補正の主なものは、収益的収入では、受取利息及び配当金の増額、収益的支出では、職員の人
事異動及び制度改正に伴う人件費の増額及び収支の調整のための予備費の減額を計上するもので
す。資本的支出では、工事請負費を減額するものです。

　特別利益 1 1 0.0
　固定資産売
却代金

100,000 100,000

2,260

　営業外収益 13,769 1,711 15,480 4.6 　負担金 1,100 1,100

　営業収益 318,593 1,100 319,693 95.4 　出資金 2,260

　営業費用 314,859 5,558 320,417 95.6 　建設改良費 208,479 △ 12,383 196,096

◇水道事業費用 332,363 2,811 335,174 100.0 ◇資本的支出 345,875 △ 12,383 333,492

　特別損失 1 1 0.0
　投資有価証
券購入費

100,000 100,000

　営業外費用 13,938 106 14,044 4.2
　企業債償還
  金

37,396 37,396

　予備費 3,565 △ 2,853 712 0.2

差 引 0 0 0 差 引 △ 242,515 12,383 △ 230,132

11.2

30.0

100.0

58.8

1.1

96.7

100.0

2.2
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議案第91号　小城市下水道事業会計補正予算（第３号）

（単位：千円、％）

※　構成比は、端数処理の関係上、一致しない場合があります。

0.7

10,000

　負担金等 37,441

775,411 0

0

◇下水道事業費用 1,632,301 △ 6,983 1,625,318 100.0 ◇資本的支出

857

　営業外費用 185,286 11.4

100.0

　営業費用 1,436,158 △ 6,983 1,429,175 87.9 　建設改良費

差 引 311,951 6,919 318,870 差 引 △ 852,855 △ 3,537 △ 856,392

56.0

0.6

　特別損失 0

185,286

　予備費

0

857 0.1 　投資 13,351 0 13,351

　固定資産購
入費

0 10,000 0.6 10,956 0 10,956

775,411
　企業債償還
金

42.7

37,441 3.9

1,013,399 3,537 1,016,936

1,553,078 △ 64 1,553,014 79.9

1,813,117 3,537 1,816,654

　他会計補助
金

39,000 0

513,400 53.5

令和７年度　第３号補正後予算規模　3,760,842千円

2.3　県補助金 21,897 0 21,897

348,524 36.3　国庫補助金 348,524 0

39,000　営業外収益

収 益 的 収 支 資 本 的 収 支

事 項 補 正 前 補 正 額 合 計 構成比

100.0

　営業収益 391,174 0

構成比補 正 前 補 正 額

◇資本的収入 960,262 0 960,262

　企業債 513,400 0

4.1

　収益的収支については、堀江地区の水位計交換に伴う除却により、収益的収入の総額を19億
4,418万8千円とし、収益的支出では、企業会計システム更新費用の予算組替え等により、収益的
支出の総額を16億2,531万8千円とするものです。
　資本的収支については、人件費の増額等により資本的支出の総額を18億1,665万4千円とするも
のです。

合 計事 項

391,174 20.1

◇下水道事業収益 1,944,252 △ 64 1,944,188 100.0

0
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令和７年度小城市一般会計補正予算（第３号）　主な事業一覧　

頁 事　業　名 補正事業費：千円

農林水産課 8 林業施設災害復旧事業 6,340

農村整備課 9 農地及び農業用施設災害復旧事業 109,639

建設課 10 橋りょう補修事業 3,152

定住推進課 11 市営住宅維持管理事業 △ 39,870

教育総務課 12 放課後児童健全育成事業 425

所　　属

産業部

建設部

教育委員会
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□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

※

地域の資源を活かし企業も
市民も元気なまち

担当部課 産業部　農林水産課 施策名 1 農業の振興と森林の保全

新規事業 既存事業

予算事業名 林業施設災害復旧事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 7

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 3

法令根拠 農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関する法律

事業期間
平成17

森林環境の保全の推進
一般 11 2 2 236

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　自然災害によって被災した林業施設を復旧することで、林業施設の維持を図り、林業経営の安定に寄与する。

【内容】
　被災した林業施設を原形復旧する。
　当初予算　          500千円
  (令和6年度繰越)　90,620千円
　　令和3年8月豪雨で被災した林業施設の原形復旧工事（地すべり災）

【事業費の負担割合】
　県(国) 97.9％　市 2.1％

【補正内容】
　令和7年8月豪雨で被災した林業施設の原形復旧工事
　・林業施設災害復旧事業（補助） 林道天山線、林道川内線
　・林業施設災害復旧事業（単独） 8箇所

【事業費の負担割合】
　林道天山線　県(国) 65％　市 35％
　林道川内線　県(国) 50％　市 50％

事業費の推移
（単位：千円）

R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度

地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 69,288 85,219

国庫支出金

その他

（

期
間
限
定
事
業
）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) （決算） （計画) （計画) （計画) （計画)

500 500 500 一般財源

県支出金

500 500 事業費計 0事　業　費 18,014 72,933 97,460 500

財
源
内
訳

一般財源 13,714 2,345 8,541

その他

地方債 4,300 1,300 3,700

令和7年度事業費は、令和6年度からの繰越額90,620千円を含む。

令和7年度
補正事業費

の内訳
（単位：千円）

工事請負費 合　　計

6,340 6,340

2,905 2,100 1,335 6,340

令和7年度
補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計
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□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

※

65,770 33,200 5,000 5,669 109,639

令和7年度
補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

合　　計

109,493 146 109,639

令和7年度事業費は、令和6年度からの繰越額83,972千円を含む。

令和7年度
補正事業費

の内訳
（単位：千円）

工事請負費
補償、補填
及び賠償金

事　業　費 14,338 54,675 194,521 926

財
源
内
訳

一般財源 7,613 8,167 9,016

その他 114 5,020

地方債 1,800 100 35,700

（

期
間
限
定
事
業
）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) （決算） （計画) （計画) （計画) （計画)

926 926 926 一般財源

県支出金

926 926 事業費計 0

地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 4,925 46,294 144,785

国庫支出金

その他

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　自然災害によって被災した農地(田・畑)及び農業用施設(道路、水路等)を復旧することで、農地及び農業用施
設の維持を図り、農業経営の安定に寄与する。

【内容】
　被災した農地及び農業用施設を原形復旧する。
  当初予算　　　　　  910千円
  (令和6年度繰越)　83,972千円
　　令和6年豪雨で被災した農地及び農業用施設の原形復旧工事
　　・補助対象災害復旧工事 15箇所（農地3箇所、水路12箇所）
　  ・小災害復旧工事　　　  7箇所（水路4箇所、道路3箇所）

【事業費の負担割合】
　令和6年災害【激甚】 農地　県(国) 94.3％　受益者 5.7％
  　　　　　　　　　　農業用施設　県(国) 99.0％　市 1.0％
　令和6年災害【他】 　農業用施設　県(国) 97.8％　市 2.2％

【補正内容】
　令和7年豪雨で被災した農地及び農業用施設の原形復旧工事
  ・補助対象災害復旧工事 14箇所（農地2箇所、水路12箇所）
  ・小災害復旧工事　　　 15箇所（水路12箇所、道路3箇所）

【事業費の負担割合】
  令和7年豪雨災害　農地　県(国) 50.0％　受益者 50.0％　農業用施設　県(国) 65.0％　市 35.0％
　※増高申請及び激甚災害の指定により補助率の嵩上げあり

事業費の推移
（単位：千円）

R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度

法令根拠 農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関する法律

事業期間
平成17

農業基盤整備の推進と経営
の安定強化一般 11 2 1 235

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1

地域の資源を活かし企業も
市民も元気なまち

担当部課 産業部　農村整備課 施策名 1 農業の振興と森林の保全

新規事業 既存事業

予算事業名 農地及び農業用施設災害復旧事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 7
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□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

安全にみんなが行き交うま
ち

担当部課 建設部　建設課 施策名 1 道路の保全と交通網の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 橋りょう補修事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 2

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1

法令根拠 道路法、道路構造令、小城市市道の構造の技術的基準を定める条例

事業期間
平成26

道路の適切な維持管理
一般 8 2 5 1008

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　現在劣化が進み通行規制等一般車両の往来にも支障をきたしている橋りょうもあることから、交通の円滑化を
図るため、橋りょう長寿命化計画に基づき修繕を行う。

【内容】
　小城市が管理する橋りょうは令和5年度現在で328橋あり、このうち建設後50年を経過する橋りょうは全体の約
14％を占め、令和15年には75％程度にまで増加すると考えられる。
　毎年実施している橋りょう定期点検で作成された健全性の診断結果をもとに、判定区分Ⅲ及びⅣと判定された
橋りょうについて5年以内に補修工事を行う。
　◎判定区分のⅠ～Ⅳに分類する場合の基本的な考え方
　　Ⅰ：監視や対策を行う必要のない状態
　　Ⅱ：状況に応じて監視や対策を行うことが望ましい状態
　　Ⅲ：早期に監視や対策を行う必要がある状態
　　Ⅳ：緊急に対策を行う必要がある状態

　令和6年度　（令和5年度繰越）安心橋下部工工事、安心橋上部工工事、
　 　　　　　　　　　　　　　 安心橋用地買収・登記、宮本橋補修設計
　令和6年度　一本松橋補修工事
　令和7年度　安心橋架け替えに伴う家屋事後調査業務（事前調査：20棟）

【事業費の負担割合】
  令和7年度　国 57.20％　市 42.80％
　※割合は補助率50％を基本として毎年度変動

【補正内容】
  ・実績による安心橋架け替えに伴う家屋事後調査業務委託料の減
  ・事後調査結果による対象箇所12棟（5件）の補償金

事業費の推移
（単位：千円）

R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度

19,200 19,200 地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金 52,389 44,867

その他

（

期
間
限
定
事
業
）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) （決算） （計画) （計画) （計画) （計画)

28,600 28,600

2,200 2,200 2,200 一般財源

県支出金

50,000 50,000 事業費計 0事　業　費 117,615 135,930 21,702 50,000

財
源
内
訳

28,600

一般財源 13,426 15,363 21,702

その他 11,300 5,300

地方債 40,500 70,400 19,200

令和7年度
補正事業費

の内訳
（単位：千円）

委託料
補償、補填
及び賠償金

合　　計

△ 3,848 7,000 3,152

3,152 3,152

令和7年度
補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

- 10 -



□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

△ 18,800 1,053 △ 39,870

令和7年度
補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

△ 22,123

合　　計

900 △ 770 △ 40,000 △ 39,870

令和7年度
補正事業費

の内訳
（単位：千円）

需用費 委託料 工事請負費

事　業　費 14,089 67,496 109,546 92,000

財
源
内
訳

25,000

一般財源

その他 9,757 8,255 7,689 10,000

地方債 1,000 34,700 69,600 57,000

（

期
間
限
定
事
業
）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) （決算） （計画) （計画) （計画) （計画)

4,000 4,000

一般財源

県支出金

12,800 12,800 事業費計 0

地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金 3,332 24,541 32,257

その他8,800 8,800

事業の概要（目的、内容等）

事業費の推移
（単位：千円）

R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度

【目的】
　住宅に困窮する低額所得者に対して、低廉な家賃で住宅を供給する目的で整備された市営住宅の修繕及び入居
者管理を実施することにより、市営住宅における良質な住環境を提供する。

【内容】
　・一般修繕、空室修繕、計画修繕、植栽維持及び雨樋清掃の実施
　・家賃決定、入退居者管理、入居者募集・抽選、収納業務、苦情対応等
　令和4年度　公営住宅長寿命化計画策定（計画期間:令和5年度～令和14年度）
　令和5年度　西新町団地外壁等改修工事実施設計業務
　　　　　　 西新町団地外壁等改修工事設計監督員支援業務
　　　　　　 下畑田団地4号棟解体工事
　令和6年度　西新町団地外壁等改修工事(1期)
　令和7年度　西新町団地外壁等改修工事(2期)

【事業費の負担割合】
　国 45％　市 55％

【補正内容】
  ・退去及び落雷による修繕料の増
　・社会資本整備総合交付金の交付決定による住宅整備費の減

法令根拠 公営住宅法、小城市営住宅条例、小城市営住宅条例施行規則

事業期間
平成17

良質な住環境形成の推進
一般 8 6 1 154

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 3

住みたい！と思う笑顔が集
まるキレイなまち

担当部課 建設部　定住推進課 施策名 1
計画的な土地利用の推進と
効率的な都市づくり

新規事業 既存事業

予算事業名 市営住宅維持管理事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 1
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□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

141 143 425

令和7年度
補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

141

合　　計

425 425

令和7年度
補正事業費

の内訳
（単位：千円）

委託料

事　業　費 146,522 150,544 222,767 183,720

財
源
内
訳

39,744

一般財源 60,115 41,224 44,890

その他 25,918 26,511 69,914 44,914

地方債

（

期
間
限
定
事
業
）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) （決算） （計画) （計画) （計画) （計画)

39,744 39,744

59,318 59,318 59,318 一般財源

県支出金

183,720 183,720 事業費計 0

地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 30,605 41,385 45,523 39,744 39,744 39,744

国庫支出金 29,884 41,424 62,440

その他44,914 44,914

事業の概要（目的、内容等）

事業費の推移
（単位：千円）

R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度

【目的】
  女性の就労機会の増加や核家族化など家庭環境が変化する中、保護者が仕事と子育ての両立ができ、また放課
後に児童が安全で健やかに過ごせる居場所を提供することで児童の健全育成を図る。

【内容】
  保護者が労働等により昼間家庭にいない小学生に対し、市内の8小学校内の余裕教室又は専用施設で放課後に
遊びや生活の場を提供する。
　・クラブ数：19クラブ（令和7年4月1日から）
　・対象児童：小学1年生～小学6年生
　・開設時間：平日…放課後～19時
　　　　　　　土曜日及び学校休業日…8時～19時

  令和7年度
  ①芦刈観瀾校の空き教室を活用し1クラブ増設（芦刈第2放課後児童クラブ）
  ②桜岡小学校敷地内に専用施設を建設（桜岡第4放課後児童クラブ）

【事業費の負担割合】
  ①子ども・子育て支援交付金　　　　　補助基準額に対して　国 1/3　県 1/3　市 1/3
  ②子ども・子育て支援施設整備交付金　補助基準額に対して　国 2/3　県 1/6　市 1/6

【補正内容】
　物価高騰に伴う放課後児童クラブ運営費の増

【事業費の負担割合】
　子ども・子育て支援交付金　　　　　　補助基準額に対して　国 1/3　県 1/3　市 1/3

法令根拠 児童福祉法、小城市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例

事業期間
平成17

子育て環境の充実
一般 10 1 3 742

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 2

子どもが自分らしく笑顔で
育っていけるまち

担当部課 教育委員会　教育総務課 施策名 1 子育て支援の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 放課後児童健全育成事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 6
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